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液状化地盤の三次元有効応力解析手法と固結工法への適用 
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Abstract 

This paper describes the numerical procedure of solving liquefiable ground problems and its verification 
and application based on a three-dimensional effective stress analysis method incorporating cyclic elastoplastic 
constitutive model of soil. The following conclusions were drawn from the study: (1) The developed model was 
extended and confirmed to reproduce the behavior for various ranges of soil density. (2) The applicability of the 
procedure considering the material non-linearity of both the soil and RC structure was verified, simulating the 
centrifuge model test of a RC pile foundation in liquefiable ground with a similitude of 1/25. (3) The seismic 
effectiveness of cement-treated soil improvement adjacent to an underground RC structure was confirmed based 
on the response results of the structure and soil improvement body. Moreover, rational and acceptable 
specifications of cement-treated soil improvement were presented. 

概   要 

近年，液状化地盤やRC造構造物の形状を忠実に再現した三次元要素を用いた非線形地震応答解析のニーズが

高い。このような問題への適用拡大を目指し，広範な密度の飽和砂の地震時から地震後までの過剰間隙水圧の蓄

積，消散を表現する地盤構成モデルを拡張，導入した三次元有効応力解析手法を構築した。本手法を用いた模型

縮尺比1/25のRC造杭基礎の遠心力模型振動実験を対象とした再現解析により，地盤とRC造構造物との非線形連

成地震応答解析への適用性を検証した。RC造地中構造物の両脇の固結工法による液状化対策を想定して，液状

化地盤と固結体およびRC造地中構造物の材料非線形を考慮した有効応力解析により耐震補強効果を検討した。

固結体の形状がブロック状の二次元解析，固結体の形状が格子状の三次元解析で得られたRC造地中構造物およ

び固結体の地震時応答を基に，本手法の適用により固結工法の改良仕様を合理化できることを示した。 
 

1. はじめに  

 

鉄筋コンクリート造(以下RC造)地中構造物の耐震性能

評価では，地盤－構造物連成系の非線形応答特性を把握

する必要がある。また，地中構造物の耐震補強において，

構造物両脇の原地盤にセメント等の固化剤を混合した固

結体を造成する場合(以下固結工法)には，周辺地盤の他

に固結体の非線形応答特性の考慮が必要である。 
近年，設計入力地震動レベルの増大に伴い，地盤の変

位や構造物の損傷を許容した部材変形を耐震性能評価の

指標とすることは合理的な靱性指向型の設計に繋がるこ

とから，地盤と構造物を一体として解析できる有限要素

法等が耐震設計の有力なツールとして期待されている。 
固結工法による耐震補強では，地盤，構造物および固

結体全体を含む耐震設計が望ましいと考えられる。例え

ば，ブロック状固結工法(円柱固結体をオーバーラップし

一体化して造成する全面改良パターン)を想定した地中

構造物の耐震補強では，構造物の両脇に固結体を設置し

た水平載荷試験とプッシュオーバー解析から，固結体に

よる補強効果が検討されている1)。同様に，ブロック状固

結工法を経済化した格子状固結工法(円柱固結体を格子

状にオーバーラップして造成する改良パターン，例えば

TOFT工法)を想定した液状化対策では，三次元形状の固

結体を面外壁，面内壁に置換し，格子内部未改良土，液

状化地盤を平面ひずみ要素で簡略化した二次元解析が主

に用いられている2)。一方で，実際の地盤，構造物および

固結体の形状を忠実に再現する三次元要素を用いた非線

形地震応答解析では，実験結果との比較によりその解析

精度を検証した例が少ないのが現状である3)，4)。 
液状化地盤にある構造物や固結工法等の固結体を含む

非線形地震応答解析では，液状化地盤で地震時に過剰間

隙水圧が蓄積し液状化に至る過程，地震後に蓄積した過

剰間隙水圧が消散する過程を適切に表現する地盤構成モ

デルを組込んだ有効応力解析手法が必要となる。 
本研究では，はじめに，緩い飽和砂から密な飽和砂ま

での広範な密度の材料の強度・変形特性を再現する液状
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化地盤および固結体で用いる地盤構成モデルの拡張とそ

の適用性を示す。次に，拡張した地盤構成モデルを導入

した三次元有効応力解析手法を構築し，既往のRC造杭基

礎の遠心力模型振動実験とその再現解析との比較より，

液状化地盤とRC造構造物の非線形連成挙動への適用性

を検証した。おわりに，液状化地盤にあるRC造地中構造

物の固結工法の液状化対策を想定して，固結体が二次元

形状となるブロック状固結工法，固結体が格子壁の三次

元形状となる格子状固結工法の有効応力解析を行い，構

造物，固結体の応答を基に合理的な改良仕様を提示した。 
 
2. 地盤および固結体の構成モデル 

 

2.1  下負荷面モデル 

地盤材料および固結体の構成モデルでは下負荷面モデ

ル(Hashiguchi et al.)を導入した。本モデルは，繰返し塑性

を表現する引張降伏強度を有する下負荷面，および回転

硬化の概念に基づく土の弾塑性構成式である5)～7)。 
Fig. 1に𝑝𝑝 − 𝑞𝑞面(𝑝𝑝：平均応力，𝑞𝑞：軸差応力)における下

負荷面モデルの正規降伏面と下負荷面との関係を示す。

本研究で用いた下負荷面は，相似中心を原点で固定とし，

現応力点𝜎𝜎を通って正規降伏面と相似形を有し，正規降

伏比𝑅𝑅(正規降伏面に対する下負荷面の大きさの比)を用

いて式(1)～(6)で表現される。本研究では，地盤材料と同

様の枠組みで引張降伏強度を有する固結体の挙動も表現

できるように，引張強度比𝜉𝜉(地盤材料で𝜉𝜉 = 0，固結体で

𝜉𝜉 ≠ 0)を導入した。詳細は文献7)を参照されたい。 

𝑓𝑓(𝑝𝑝, �̂�𝜒) = �
𝑝𝑝{1 + (�̂�𝜒 𝑝𝑝⁄ )2}, 𝜉𝜉 = 0  

1
𝜉𝜉
�𝑝𝑝𝜒𝜒 − 𝜉𝜉̅𝑝𝑝�, 𝜉𝜉 ≠ 0 = 𝑅𝑅𝑅𝑅(𝐻𝐻)         (1) 

𝜉𝜉 ≡ 2(1 − 𝜉𝜉)𝜉𝜉, 𝜉𝜉̅ ≡ (1 − 2𝜉𝜉), 𝑝𝑝𝜒𝜒 ≡ �𝑝𝑝2 + 2𝜉𝜉�̂�𝜒2     (2) 

�̂�𝜒 ≡
‖𝜎𝜎�∗‖
𝑀𝑀�

 ,𝜎𝜎�∗ = 𝜎𝜎∗ − 𝑝𝑝𝑝𝑝, �̅�𝜂 =
𝜎𝜎�∗

𝑝𝑝                  (3) 

𝑀𝑀� =
2√6 sin𝛷𝛷

�12 (𝛷𝛷14 + 𝛷𝛷24) − 1
2 (𝛷𝛷14 − 𝛷𝛷24) sin 3 �̅�𝜃𝜎𝜎�

1 4⁄        (4)
 

𝛷𝛷1
𝛷𝛷2
� = 3 ± sin𝛷𝛷                                  (5) 

sin 3 �̅�𝜃𝜎𝜎 = −√6
𝑡𝑡𝑡𝑡�̅�𝜂3

‖�̅�𝜂‖3                             (6) 

ここに，𝑓𝑓は下負荷面，𝑅𝑅は正規降伏面，𝐻𝐻は等方硬化

変数，𝛷𝛷は内部摩擦角，𝜎𝜎∗は偏差応力，𝑝𝑝は平均応力，𝑝𝑝
は異方性の変数である。式(1)は𝑝𝑝=0の𝜋𝜋面において，軸対

称圧縮・伸張(�̅�𝜃𝜎𝜎 = ±𝜋𝜋/6 )でモール・クーロンの破壊規準

に一致し，破壊規準を包絡する関数である。 
回転硬化の発展則は式(7)～(11)で表現される。 

�̇�𝑝 = 𝑏𝑏𝑟𝑟‖𝐷𝐷𝑝𝑝∗‖‖�̅�𝜂‖�̅�𝜂𝑏𝑏                                  (7) 
 �̅�𝜂𝑏𝑏 = 𝑚𝑚�𝑏𝑏𝑡𝑡̅ − 𝑝𝑝                                        (8) 

𝑡𝑡̅ =
�̅�𝜂
‖�̅�𝜂‖                                             (9) 

𝑚𝑚�𝑏𝑏 =
2√6 sin𝛷𝛷𝑏𝑏

�12 (𝛷𝛷14 + 𝛷𝛷24) − 1
2 (𝛷𝛷14 − 𝛷𝛷24) sin 3 �̅�𝜃𝜎𝜎�

1 4⁄      (10)
 

𝛷𝛷1
𝛷𝛷2
� = 3 ± sin𝛷𝛷𝑏𝑏                                 (11) 

ここに，𝛷𝛷𝑏𝑏は回転硬化限界面，𝑏𝑏𝑟𝑟は材料定数， 𝐷𝐷𝑝𝑝∗は

塑性偏差ひずみ速度である。 
正規降伏面，等方硬化変数は式(12)～(17)で表現される。 

𝑅𝑅 = (𝑅𝑅0 + 𝑝𝑝𝑖𝑖)𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝 �
𝐻𝐻

𝜌𝜌 − 𝛾𝛾� − 𝑝𝑝𝑖𝑖                 (12) 

Ḣ = −𝐷𝐷𝑣𝑣
𝑝𝑝 + 𝐷𝐷𝑠𝑠

𝑝𝑝                               (13) 

𝐷𝐷𝑠𝑠
𝑝𝑝 = 𝜇𝜇‖𝐷𝐷𝑝𝑝∗‖ �

‖𝜎𝜎∗‖
𝑝𝑝 − 𝑚𝑚𝑑𝑑�                     (14) 

𝑚𝑚𝑑𝑑 =
2√6 sin𝛷𝛷𝑑𝑑

�12 (𝛷𝛷14 + 𝛷𝛷24) − 1
2 (𝛷𝛷14 − 𝛷𝛷24) sin 3𝜃𝜃𝜎𝜎�

1 4⁄     (15) 

𝛷𝛷1
𝛷𝛷2
� = 3 ± sin𝛷𝛷𝑑𝑑                               (16) 

sin 3𝜃𝜃𝜎𝜎 = −√6
𝑡𝑡𝑡𝑡𝜎𝜎∗3

‖𝜎𝜎∗‖3                             (17)  

ここに，𝜌𝜌は圧縮曲線の勾配，𝛾𝛾は膨張曲線の勾配，𝑝𝑝𝑖𝑖
は膨張曲線の下限の平均応力(＝－0.001kN/m2を仮定)，
𝐷𝐷𝑣𝑣
𝑝𝑝
は塑性体積ひずみ速度， 𝐷𝐷𝑠𝑠

𝑝𝑝
はせん断による等方硬化

 

Fig. 1 𝑝𝑝 − 𝑞𝑞面における正規降伏面と下負荷面 
Normal Yield Surface and Subloading Surface in p-q Plane 

 
Table 1 材料定数 

Mechanical Properties 
材料 硅砂7号(Ｄr＝60％) 

圧縮指数 ρ,λ/(1＋ｅ0) 0.00211 
膨張指数 γ,κ/(1＋ｅ0) 0.00047 
内部摩擦角 φ 33° 

正規降伏面の初期値 Ｆ0 100kN/m2 
ポアソン比 ν 0.33 

回転硬化限界面 φb 33° 
回転硬化発展則 ｂr 100 

正規降伏比𝑅𝑅の発展則 
ｕ 5000 
ζ1 1000 

せん断による 
等方硬化／軟化* 

μ 0.1 
φd 26.6° 
ζ2 －10 

規準有効応力 σ’m, ref 100kN/m2 
弾性係数 Ｅref 218647kN/m2 

*せん断による等方硬化／軟化を考慮しない場合μ＝0 

0

圧縮

限界状態線正規降伏面

下負荷面

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑛−1
3
2
𝑝𝑝𝑎

𝜎𝜎�

σ

誘導異方性の軸

𝑅𝑅(1 − 𝜉𝜉)𝑅𝑅𝑅𝑅𝜉𝜉𝑅𝑅
𝜉𝜉𝑅𝑅 (1− 𝜉𝜉)𝑅𝑅

引張

−𝑞𝑞

𝑃𝑃

𝑓𝑓 �̅�𝑝, �̅�𝑒 = 𝑅𝑅𝑅𝑅 𝐻𝐻

𝑝𝑝𝑎：𝑝𝑝の軸成分
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／軟化の塑性体積ひずみ速度， 𝜇𝜇はせん断による等方硬

化／軟化の材料定数，𝛷𝛷𝑑𝑑は境界面の材料定数である。 
 

2.2  下負荷面モデルの拡張 

本研究の下負荷面モデルでは，塑性ひずみ増分を規定

する正規降伏比𝑅𝑅の発展則において，橋口等による式(18)， 
(19)で累積塑性偏差ひずみ𝜀𝜀𝑝𝑝∗に伴い𝑈𝑈(𝑅𝑅)を低減し，緩い

飽和砂の非排水繰返しせん断挙動で得られる数％程度ま

で急増するせん断ひずみの発生を再現するものとした8)。 
�̇�𝑅 = 𝑈𝑈(𝑅𝑅)‖𝜀𝜀̇𝑝𝑝‖ ,   𝜀𝜀̇𝑝𝑝 = 𝐷𝐷𝑝𝑝                        (18) 

    𝑈𝑈(𝑅𝑅) = − 𝑢𝑢
exp(𝜁𝜁1∙𝜀𝜀𝑝𝑝∗) ln𝑅𝑅 , 𝜀𝜀𝑝𝑝∗ = ∫‖𝐷𝐷𝑝𝑝∗‖ 𝑑𝑑𝑡𝑡          (19) 

ここに，𝑢𝑢は塑性ひずみ増分を規定する定数，ζ1は塑

性偏差ひずみの影響を規定する定数である。 
せん断による等方硬化／軟化では，式(19)と同様に，式

(20)で累積塑性偏差ひずみ𝜀𝜀𝑝𝑝∗に伴い𝐷𝐷𝑠𝑠
𝑝𝑝
を低減し等方硬

化／軟化の程度を調整することにより，密な飽和砂の非

排水繰返しせん断挙動で得られる数％程度まで漸増する

せん断ひずみの発生を再現するものとした。 

      𝐷𝐷𝑠𝑠
𝑝𝑝 = µ‖𝐷𝐷𝑝𝑝∗‖ �‖𝜎𝜎

∗‖
𝑝𝑝
− 𝑚𝑚𝑑𝑑� exp(𝜁𝜁2 ∙ 𝜀𝜀𝑝𝑝∗)          (20)  

ここに，𝜁𝜁2はせん断による等方硬化／軟化で塑性偏差

ひずみの影響を規定する材料定数であり，−∞ < 𝜁𝜁2 < 0
により緩～中密～密な砂の挙動を再現するものとした。 

Table 1に硅砂7号(𝐷𝐷𝑟𝑟＝60％)の下負荷面モデルの材料

定数を示す。下負荷面モデルでは，正規降伏面で修正カ

ムクレイモデルを適用することから，下負荷面モデル固

有の材料定数は，回転硬化限界面の𝛷𝛷𝑏𝑏，回転硬化発展則

の𝑏𝑏𝑟𝑟，正規降伏比𝑅𝑅の発展則の𝑢𝑢，𝜁𝜁1，せん断による等方

硬化／軟化のµ，𝛷𝛷𝑑𝑑，𝜁𝜁2である。主要な材料定数は，硅砂

7号(𝐷𝐷𝑟𝑟＝60％)の材料試験で得られた物理・力学定数を基

に設定し，その他の定数は試行的に仮定し設定した。 
 

2.3  飽和砂の非排水繰返しせん断挙動 

Fig. 2にTable 1のせん断による等方硬化／軟化を考慮

しない場合(緩い砂)，考慮した場合(密な砂)の材料定数，

静止土圧係数𝐾𝐾0＝1.0，初期平均有効応力𝜎𝜎0′＝100kN/m2の

非排水繰返し単純せん断条件(せん断応力比0.2)で得られ

た計算結果を示す。緩い飽和砂では，破壊近傍での有効

応力経路が原点へ急激に漸近する傾向や急増する大きな

せん断ひずみの傾向を，密な飽和砂では，破壊近傍での

有効応力経路が原点へ徐々に漸近する傾向や漸増する大

きなせん断ひずみの傾向を概ね表現できる。 
一方で，緩い飽和砂では破壊近傍でせん断ひずみが定

常となる点の改善，密な飽和砂では逆Ｓ字となるせん断

応力とせん断ひずみ関係の再現が今後の課題である。 
ここで，以降3～5章の有効応力解析で用いる液状化地

盤においては，緩い飽和砂を想定した等方硬化／軟化を

考慮しない下負荷面モデルを適用するが，密に締固めた

礫質土等の地盤においては，密な飽和砂の等方硬化／軟

化を考慮した拡張モデルを適用することが有用である。 
 

3. 三次元有効応力解析手法 

 

3.1  検証用実験の概要 

液状化地盤のRC造杭基礎の非線形域までの応答性状

を把握し，構造物および液状化地盤の材料非線形性を考

慮した三次元有効応力解析手法の検証用データを得るこ

とを目的に，遠心力模型振動実験を実施した9)，10)。 
Fig. 3に1/25縮小模型試験体形状，寸法，試験体設置状

況および杭主筋が降伏した加振No. 5で得られた振動台

加速度の時刻歴を示す。ここで，後述の3.7節のFig. 6に加

振No. 5で得られた実験結果を，同様のPhoto 1に最終の加

振No. 6の実験終了後に得られた杭の損傷を，それぞれ三

次元有効応力解析結果と併記して示す。 
遠心力模型振動実験結果は，1/25縮尺模型の力学量で

示されており，詳細は文献9) ，10) を参照されたい。 

         

          
       (せん断による等方硬化／軟化を考慮しない場合)           (せん断による等方硬化／軟化を考慮した場合) 

Fig. 2 非排水繰返し単純せん断条件の解析 
Computed Results of Saturated Sand Behavior under Undrained Cyclic Simple Shear Condition 
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3.2  解析方法 

解析では，大規模高速化非線形FEM解析プログラム

「FINAL-GEO」11)を用いた。「FINAL-GEO」では，鉄筋

コンクリートの材料構成モデルに加えて，飽和多孔質体

のBiotの多次元圧密式12)，2章の地盤構成モデルを導入し

た有効応力解析により，液状化地盤，液状化対策地盤の

地震時から地震後までの過剰間隙水圧の発生・消散過程

を考慮して飽和地盤，RC造構造物の地震応答を得ること

ができる。ここで，飽和地盤の有限要素法の定式化では，

間隙水の絶対変位を用いる𝑢𝑢 − 𝑈𝑈形式を採用している13)。 
 
3.3  解析モデル 

Fig. 4に解析モデルを示す。形状，載荷条件の対称性を

考慮して，Fig. 3の試験体の奥行方向の半分をモデル化し

た。鋼製の上部構造物，フーチングおよび地盤は六面体

要素，杭基礎の主筋やせん断補強筋はトラス要素，フー

チングの鋼製型枠で四辺形要素を用いた。 
コンクリートと鉄筋間の相対滑りは考慮せず，フーチ

ング，杭体と地盤との境界面はせん断剛性をゼロとし，

引張応力作用時で法線方向剛性を無限大としたジョイン

ト要素を配し，地盤と躯体間のすべりを考慮した。 
 

3.4  解析条件 

境界条件はモデル底面を完全固定とし，せん断土槽の

モデル化では，地盤両側面の節点の水平変位(Fig. 4の𝑒𝑒方
向変位)が同じになるように従属条件を与え，せん断土槽

の質量を集中質量，剛性をせん断ばねで考慮した。 
解析対象の加振は，実験で杭主筋の降伏が観測された

加振No. 5とした。入力波は，実験のせん断土槽底面で得

られた振動台加速度を用いた。 
解析では，初めの0.3s(継続時間0～0.3s)を時間増分

5/10000s，ステップ数600，次の0.7s(継続時間0.3～1.0s)を
時間増分1/10000s，ステップ数7000，求解法は接線剛性法

とした。粘性減衰には，初期剛性比例のRayleigh減衰，減

衰定数1％を仮定した。 
 

3.5  地盤定数 

Table 2に飽和地盤の物理定数と力学定数を示す。飽和

地盤では，相対密度が63％で比較的小さいことからせん

断による等方硬化／軟化が小さいと仮定し，Table 1のせ

ん断による等方硬化／軟化を考慮しない下負荷面モデル

の材料定数(µ = 0)とし，支持地盤で弾性を仮定した。 
 

3.6  鉄筋コンクリートの構成モデル 

Fig. 5にコンクリートの主応力～等価一軸ひずみ関係

を示す。圧縮側の上昇域は修正Ahmad モデル14) ，軟化

域は中村モデル15) を用い，圧縮破壊の条件ではOttosenの
モデルで畑中らの提案する係数を用いた16) 。 
引張側はひび割れまでを線形とし，ひび割れ後は引張

軟化を仮定した17) 。繰返し載荷時の履歴特性は長沼らの

モデル14) により表現した。鉄筋の応力～ひずみ関係は降 

 
 

 
Fig. 3 試験体，計測位置および加振No. 5の振動台加速度 

Specimens, Location of Transducers and Time History 
of Acceleration at Shaking Table (Oscillation No. 5) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(全体)    (杭基礎，上部構造物) 

Fig. 4 解析モデル 
Analytical Model 

 
Table 2 物理定数と力学定数 

Physical Properties and Mechanical Properties 
材料 硅砂7号(Ｄr＝60％) 

土粒子密度 ρs 2.648t/m3 
間隙水密度 ρf 1.0t/m3 
間隙率 ｎ 0.472 

土粒子体積弾性係数 Ｋs 1.0×1040kN/m2 
間隙水体積弾性係数 Ｋf 2.25×106kN/m2 

透水係数 ｋ 7.0×10-5m/s 
 

  
Fig. 5 コンクリートの応力～ひずみ関係 

Relationship between Stress and Strain for Concrete 

1950mm

54
0m

m

46
0m

m

：水平方向加速度計

：鉛直方向加速度計
：変位計（土槽の外に設置）

：土圧計
：水圧計
：主筋ひずみゲージ

：フープ筋ひずみゲージ

ASTX

ASBX DSWBX
B1-M1

B1-M6

PWF4PWP4

ATNX

AN1X

MAX.= 148.2 MIN.= -168.0

-200
-100

0
100
200

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

加
速

度
(m

/s
2 )

時間(s)

振動台ATNX

 

 

 

y 
z 

x 



大林組技術研究所報 No.83 液状化地盤の三次元有効応力解析手法と固結工法への適用 

5 

     

     

     

     

    

    

     
(遠心力模型振動実験)                                    (有効応力解析) 

Fig. 6 時刻歴の比較 
Comparison of Time Histories between Centrifuge Model Test and Effective Stress Analysis 
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伏点を折れ点とする完全弾塑性モデルとし，鋼製の上部

構造物で弾性を仮定した。 
 
3.7  解析結果 

Fig. 6にフーチング，地表の加速度および飽和地盤の過

剰間隙水圧比，フーチングの変位，杭頭の主筋ひずみ(引
張：正，圧縮：負)の時刻歴を示す。飽和地盤では，約0.4s
～0.5sで過剰間隙水圧比が1.0程度に至り液状化が生じ，

液状化後に地表の加速度が減衰するが，フーチングでは

有意な加速度が生じており，実験の傾向と同様である。

解析での過剰間隙水圧比は，実験結果よりも上昇が多少

早いが，液状化に達する時刻は概ね再現できている。 
ひずみ応答はフーチング変位が正側(Fig. 3の右向)で杭

頭主筋B1-M1が圧縮，杭頭主筋B1-M6で引張が生じてお

り，実験で得られたフーチング変位と杭頭B1-M1，杭頭

B1-M6の杭主筋の発生ひずみの位相特性と整合した。実

験では，杭頭B1-M6で3247μの引張ひずみが生じ杭主筋の

降伏を確認できたが，解析では杭頭B1-M6で918μの引張

ひずみであり，杭主筋の降伏までは再現できなかった。 
フーチング変位は実験結果と比較して過小評価されて

いる。これはFig. 2の地盤の構成モデルで破壊近傍のせん

断ひずみが定常となり，大きなせん断ひずみの発生まで

再現できないことが一因と考えられる。 
Photo 1の杭の損傷状況は，曲げひび割れは多数観察さ

れたがせん断ひび割れは生じていない。実験終了後のひ

び割れ状況との比較から，両者でともに杭頭部，杭端部

および中腹部に曲げひび割れが生じ，せん断による斜め

ひび割れは生じておらず定性的な傾向を再現できた。 
 
4. ブロック状固結工法の二次元有効応力解析 

 
4.1  解析モデル 

本章では，Fig. 7に示す液状化地盤中にあるRC造地中

構造物のブロック状固結工法による液状化対策を対象に，

合理的な改良幅を検討した。Fig. 8のRC造地中構造物は

一般的な開削鉄道トンネル18) を模しており，構造仕様は

コンクリートの設計基準強度を𝑅𝑅𝑐𝑐＝24N/mm2，鉄筋を

SD345，頂版・側壁の引張主鉄筋比を𝑃𝑃𝑡𝑡＝1.13％(外側)と
1.59％(内側)，底版・中壁の引張主鉄筋比を𝑃𝑃𝑡𝑡＝0.79％(外
内とも)，せん断補強筋比を一律に𝑃𝑃𝑤𝑤＝0.25％とした。解

析ケースは，対策なしと固結体の形状がブロック状の改

良幅が3m，6m，9mの全4ケースとした。 
Fig. 9に解析モデルの一例(改良幅6m)を示す。液状化地

盤を二相系の平面要素，固結体，構造物および支持地盤

を一相系の平面要素，地盤と構造物および固結体との境

界をジョイント要素とした。 
 
4.2  解析条件 

Fig. 10に地震波を示す。レベル2地震動としてJMA神戸

波のNS成分(継続時間14秒)，解析の時間増分は5/10000s，
ステップ数28000，求解法は接線剛性法，粘性減衰は初期

剛性比例のRayleigh減衰，減衰定数1％を仮定した。 
 

4.3  液状化地盤の定数 

液状化地盤では，相対密度が比較的小さい𝐷𝐷𝑟𝑟＝60％(液
状化強度比𝑅𝑅20＝0.2)を想定したことから，3章と同様に

下負荷面モデルでTable 1の材料定数(µ = 0)，飽和地盤で

Table 2の物理定数と力学定数を用いた。支持地盤では弾

性(𝜌𝜌𝑡𝑡＝2.0t/m3，𝑉𝑉𝑠𝑠＝700m/s)を仮定した。 
 

4.4  固結体の定数 

Table 3に材料定数を示す。正規降伏面の初期値𝑅𝑅0，引

張強度比𝜉𝜉は，修正カムクレイモデルの𝑝𝑝 − 𝑞𝑞面で固結体

の圧縮強度𝜎𝜎𝑐𝑐，引張強度𝜎𝜎𝑡𝑡に相当する2点を満たすように，

 𝜎𝜎𝑐𝑐＝2250kN/m2，𝜎𝜎𝑡𝑡＝450kN/m2，圧縮側，伸張側の限界状

 

(遠心力模型振動実験)       (有効応力解析) 

Photo 1 杭の損傷の比較 

Comparison of Damage of Pile Foundation  
between Centrifuge Model Test and Effective Stress Analysis 

 
Fig. 7 検討対象(ブロック状固結工法，改良幅6m) 

Target (Block-Type of Cement-Treated Soil Improvement Available, Width of 6m) 
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態線で𝑀𝑀𝑐𝑐＝1.636， 𝑀𝑀𝑡𝑡＝1.059を仮定した。これにより固

結体の圧縮強度，引張強度に応じたせん断強度を反映し

た応力やひずみの非線形挙動が反映される。 
また，一般的に固結体の強度特性は有効応力に依存し

ないため，液状化地盤とは異なり，回転硬化なし，弾性

係数の平均応力依存なしのパラメータを設定した。 
 

4.5  鉄筋コンクリートの構成モデル 

コンクリートは3.6節と同様の構成モデルであるが，圧

縮破壊の条件でOttosenの提案モデル16) ，ひび割れ発生後

のせん断伝達特性で長沼モデルを用いた。構成則の詳細

は文献14)を参照されたい。鉄筋は，すべてコンクリート

要素の剛性に鉄筋に相当する剛性を合わせ込む埋込み鉄

筋でモデル化した。 
鉄筋の構成則は降伏強度を折れ点とするバイリニア型

のモデル，降伏点を超えた後の剛性を初期剛性の1/100，
構造物の材料モデル，材料定数は文献18)と同じとした。 

 
4.6  解析結果 

Fig. 11に液状化地盤(自由地盤)で得られた応答の時刻

歴を示す。液状化地盤では概ね一様に液状化が生じ，約

6sで地表変位が最大となった。 
Fig. 12に対策なし，改良幅に応じた構造物の中壁の相

対変位(頂版と底版との差)の時刻歴，対策なしの側壁，中

壁の相対変位で正規化して得られる改良幅に応じた補強

効果を示す。対策なしでの地中構造物は，液状化地盤の

 
Fig. 10 地震波 

Time History of Earthquake Motion 
 

 

 
   Fig. 11 液状化地盤(自由地盤) 

Time Histories of Free Field at Liquefiable Ground 
 

 
 

 
Fig. 12 構造物の相対変位と固結体の補強効果 

Time History of Relative Displacement at RC Structure  
and Reinforcing Effect according to Improvement Width 

 

Fig. 8 寸法と仕様 
Detail and Specification for Underground RC Structure 

 

 

Fig. 9 解析モデル(ブロック状固結工法，改良幅6m) 
Analytical Model (Block-Type, Improvement Width of 6m) 

 

Table 3 材料定数(固結体) 
Mechanical Properties (Cement-Treated Soil Improvement) 

圧縮指数 ρ,λ/(1+ｅ0) 0.31125 
膨張指数 γ,κ/(1+ｅ0) 0.01085 

内部摩擦角 φf  40° 
正規降伏面の初期値 Ｆ0 2927kN/m2 

ポアソン比 ν 0.167 
回転硬化限界面 φb  0 
回転硬化発展則 br 0 

正規降伏比𝑅𝑅の発展則 
ｕ 5000 
ζ1 0 

引張強度比 ξ 0.0728 
弾性係数 Ｅ0 3500000kN/m2 
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変位に対応して約6sで相対変位が最大となり，中壁の層

間変形角が1.23％となった。 地中構造物の側壁，中壁で

は，同様に改良幅の増加に応じて相対変位が低減し，改

良幅3mで中壁の層間変形角が0.17％となった。 
Fig. 13に対策なしの構造物の変形と鉄筋ひずみ(5.7s)，

Fig. 14に改良幅3mの固結体の八面体せん断応力(7.5s)を
示す。対策なしではx方向鉄筋に0.27％，y方向鉄筋に

0.79％の引張ひずみが発生し，鉄筋が降伏した。改良幅

3mでは，鉄筋降伏が抑えられるが固結体の底部の隅角部

でせん断応力が1000kN/m2となり降伏状態となった。 
改良幅6mでは中壁の層間変形角が0.04％まで低減し

て鉄筋降伏が抑えられ，固結体の底部の隅角部のせん断

応力も降伏応力以内に留まった。したがって，地中構造

物のブロック状固結工法による液状化対策では，構造物

の高さ相当の5.5m程度の改良幅が適切と考えられる。 
 

5. 格子状固結工法の三次元有効応力解析 

 
4章では，ブロック状の固結工法による液状化対策の合

理的な改良幅の設定が可能なことを示した。5章では，ブ

ロック状固結工法による液状化対策と比較して経済化が

図られる，格子状固結工法による液状化対策を検討した。 
 
5.1  解析モデル 

Fig. 15の液状化地盤中のRC造地中構造物(構造諸元は

Fig. 8と同じ)の格子状固結工法による液状化対策を検討

対象とした。モデル奥行方向は，固結体の格子内部未改

良土を含む格子間隔(改良幅と同じ)の1ユニットとした。 
Table 4に格子状固結体の寸法と仕様を示す。ここで，

格子寸法比は格子内部未改良土の縦横比(＝格子寸法／

改良深さ)，解析ケースは，対策なしと格子状固結体の改

良率が𝑎𝑎𝑝𝑝＝40％，50％，60％の全4ケースとした。 

Fig. 16に解析モデルの一例(改良率50％)を示す。液状化

地盤を二相系の六面体要素，固結体，構造物および支持

 
Fig. 15 検討対象(格子状固結工法，改良率50％) 

Target (Lattice-Type of Cement-Treated Soil Improvement Available, Replacement Ratio of 50%) 

   
x方向鉄筋(水平)，変位スケール50倍 

 
y方向鉄筋(鉛直)，変位スケール50倍 

 

Fig. 13 構造物の変形と鉄筋ひずみ(対策なし) 
Deformation of Structure and Strain of Reinforcing Bars 

 (No Cement-Treated Soil Improvement) 

 

 

Fig. 14 固結体の八面体せん断応力(改良幅3m) 
Octahedral Shear Stress of Soil Improvement Body 

 (Improvement Available, Width of 3m) 

面内側面
粘性境界

面内側面
粘性境界

単位（mm）

液状化地盤

9500

5500

(格子間隔)

500 500 500
4000 4000

1925019250

（平面、ａp＝50％）

面外側面
鉛直ローラー

液状化地盤

面外側面
鉛直ローラー

面外側面
鉛直ローラー

面外側面
鉛直ローラー

RC造
地中構造物

3900

(格子寸法)

800 800

5500

(格子間隔)
800 800

5500

(格子間隔)

格子状
固結体

格子状
固結体

格子内部
未改良土

250 250

面内側面
粘性境界

底面粘性境界

面内側面
粘性境界

単位（mm）

支持地盤

液状化地盤

9500

4500

500

500

5500

(改良深さ)

500 500 500
4000 4000 5000

1500

1925019250

底面粘性境界

液状化地盤 液状化地盤

（断面、ａp＝50％ ）

800 800

5500

(格子間隔)
800

5500

(格子間隔)
800

格子状
固結体

格子状
固結体

250 250

3900

(格子寸法)

3900

(格子寸法)

3900

(格子寸法)

RC造
地中構造物

格子内部
未改良土

z

xy

y

xz



大林組技術研究所報 No.83 液状化地盤の三次元有効応力解析手法と固結工法への適用 

9 

地盤を一相系の六面体要素，地盤と構造物および固結体

との境界をジョイント要素とした。 
 

5.2  解析条件 

地震波，液状化地盤の定数，固結体の定数，構造物の

材料モデル，材料定数等は4章と同じとした。 
 

5.3  解析結果 

Fig. 17に左右の格子状固結体の格子内部未改良土中央

(G.L.-7.75m)の過剰間隙水圧比の時刻歴を示す。図中には，

自由地盤で得られた時刻歴も併記した。改良率の増加，

格子寸法比の減少に伴い，格子内部未改良土の過剰間隙

水圧比は自由地盤より次第に小さくなる。 
Fig. 18に対策なし(改良率=0)および改良率に応じた構

造物奥行中央の中壁の相対変位(頂版と底版との差)の時

刻歴，対策なしの側壁，中壁の相対変位で正規化して得

られる改良率に応じた補強効果を示す。ここで，改良率

では，40％，50％，60％の検討対象で格子間隔(改良幅)が
それぞれ異なることから，式(21)で得られる格子間隔

5.5mの改良率へ面積換算した改良率𝑎𝑎𝑝𝑝′を用いた。 
Table 4に面積換算した改良率𝑎𝑎𝑝𝑝′を併記した。 

 
x方向鉄筋(水平)，変位スケール10倍 

 

 
z方向鉄筋(鉛直)，変位スケール10倍 

 
Fig. 19 構造物の変形と鉄筋ひずみ(対策なし) 

Deformation of Structure and Strain of Reinforcing Bars 
 (No Cement-Treated Soil Improvement) 

 

 

Fig. 20 固結体の八面体せん断応力(改良率50％) 
Octahedral Shear Stress of Soil Improvement Body 

 (Improvement Available, Replacement Ratio of 50%) 

Table 4 格子状固結体の寸法と仕様 

Dimension and Specification for Lattice-Type  
of Cement-Treated Soil Improvement Body 

改良率 
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対策なし ― ― ― ― 
40％ 7.1m 5.5m 1.00 67％ 
50％ 5.5m 3.9m 0.71 50％ 
60％ 4.35m 2.75m 0.50 38％ 

備考 壁厚：0.8m 
改良深さ：5.5m 

 

 

Fig. 16 解析モデル(格子状固結工法，改良率50％) 
Analytical Model (Lattice-Type, Replacement Ratio of 50%) 

 

 

 
Fig. 17 自由地盤，格子内部未改良土中央 

Time Histories of Excess Pore Water Pressure Ratio  
at Liquefiable Ground surrounded with Lattice-Type 

 

 
 

 

Fig. 18 構造物の相対変位と固結体の補強効果 
Time History of Relative Displacement at RC Structure  
and Reinforcing Effect according to Replacement Ratio 
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𝑎𝑎𝑝𝑝′ =
�格子間隔�

2

(5.5𝑚𝑚)2  × 𝑎𝑎𝑝𝑝                         (21) 

対策なしでは中壁の層間変形角が1.56％となった。地

中構造物の側壁，中壁では改良率の増加に応じて相対変

位を低減でき，改良率50％で中壁の層間変形角が0.19％
まで低減した。これはブロック状固結工法で改良幅の増

加に応じ相対変位が低減するFig. 12の傾向と同様である。 
Fig. 19に対策なしでの構造物の変形と鉄筋ひずみ

(5.75s)，Fig. 20に改良率50％の固結体の八面体せん断応

力(5.65s)を示す。対策なしではx方向鉄筋は0.66％，z方向

鉄筋は1.03％の引張ひずみとなり鉄筋が降伏した。 
改良率38％ではx方向鉄筋が0.10％，z方向鉄筋で0.21％

の引張ひずみとなり鉄筋降伏が生じるとともに，固結体

の底部隅角部でせん断応力が1252kN/m2となり降伏応力

に達した。一方で，改良率50％では鉄筋降伏が抑えられ，

固結体の底部隅角部のせん断応力も降伏応力以下に抑え

られた。したがって，地中構造物の格子状固結工法によ

る液状化対策では，構造物の高さ相当の改良幅かつ改良

率50％程度の仕様が適切と考えられる。 
 

6. まとめ 
 
液状化地盤にあるRC造構造物の非線形解析方法とし

て，広範な密度の飽和砂の地震時から地震後までの過剰

間隙水圧の蓄積，消散を表現する拡張した地盤構成モデ

ルを導入した三次元有効応力解析手法を構築した。以下

に，本研究で得られた知見をまとめる。 
1)三次元有効応力解析手法をRC造杭基礎の遠心力模型

振動実験の再現解析に適用した結果，構造物，液状化

地盤およびRC造杭の応答は実験と解析で定性的な傾

向が概ね整合し，液状化地盤とRC造構造物の連成非線

形挙動を再現できることを確認した。 
2)RC造地中構造物のブロック状固結工法の液状化対策

では，液状化地盤，固結工法の固結体およびRCの材料

非線形を考慮した二次元有効応力解析の適用により，

地中構造物の高さ相当の改良幅においてRC造構造物，

固結体の健全性を確保できることを示した。 
3)同様の格子状固結工法の液状化対策では，三次元有効

応力解析の適用により，地中構造物の高さ相当の改良

幅，かつ改良率50％程度の仕様においてRC造構造物，

固結体の健全性を確保できることを示した。 
4)地中構造物に対する固結工法による液状化対策を対象

とした耐震設計においては，三次元有効応力解析手法

を適用すれば，従来の二次元有効応力解析と比較して

合理的な改良仕様の設定が可能になると考えられる。 
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